
No 項目 質問の要旨 回答 質問日

1 募集条件

介護居室の面積や廊下の幅等の設備基準が具体的に定められている
か。また、募集条件とされているか。

 介護居室の面積や廊下の幅等については、介護保険法に基づく特定施設入
居者生活介護の設備基準において具体的に定められておらず、「宮崎市有料
老人ホーム設置運営指導指針(以下、「指導指針」という。)」において定め
られています。
 今回の募集にあたっては、指導指針を満たしていなくとも応募は可能です
が、選定審査において、指導指針に沿った構造設備を有していることも審査
項目としています(募集要項p.5、p.10～p.12参照)。

※指導指針については、以下の宮崎市ホームページに掲載していますので、
ご確認ください。
ホーム＞健康・福祉＞高齢福祉＞事業者向け手続き＞有料老人ホームを開設
予定・開設中の事業者の方へ
https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/health/elderly_welfare/business/1
910.html

8月13日

2 募集内容ほか

①今後、人手不足問題、特に夜勤者の確保が課題となる。
 事業開始後、夜勤者等の確保が難しい状況になった場合には、事
業所の一部定員数を一時的に休止とする等、柔軟な対応が可能か。

②夜勤者に関する人員基準が定められているか。

①事業開始後は、施設全体(全定員)が1つの事業所として指定を受けること
となり、やむを得ず休止する場合であっても、一部の定員数のみを休止とす
ることはできません。
 なお、今回の募集においては、令和8年4月1日までに事業を開始するもの
としておりますので、募集要項(p.10)にもあるとおり、確実に事業が実施で
きる見込みをもって応募してください。

②一般型特定施設入居者生活介護の人員基準では、常に1以上の介護職員が
確保される必要があり、宿直時間帯には宿直勤務を行う介護職員がいなけれ
ばならないこととされています。
 その他の人員基準については、基準省令等を十分ご確認ください。

9月2日

令和６年度特定施設入居者生活介護事業所開設事業者募集に関する質問・回答



3 審査申請書

7.従業者等の配置
①管理者の欄で、介護従事の経験（直接処遇）は、介護職員として
の経験年数であるか。生活相談員として、一般的な介護職員と同じ
業務を行っている場合は該当しないでしょうか。
②生活相談員は、主になっている職員名だけで良いか。兼務にて２
名以上の氏名の必要はないか。

8.従業員の待遇
・基本給・資格・役職の合計金額で良いか
・各種手当制度名称は全て記入し、金額のおおよその合算でしょう
か。各手当別々に表示であるか。

9.協力医療機関は全て記入するのか。足りない欄は追加で良いか。

7.従業者等の配置
①今回の審査申請書においては、生活相談員としての職歴も、介護従事の経
験年数に含めて構いません。
②生活相談員として配置予定の職員を記入し、2名以上いる場合は、行を追
加して記入してください。
(③看護職員、④機能訓練指導員、⑤計画作成担当者の欄についても同様
に、必要に応じて、適宜、行を追加して構いません。)

8.従業員の待遇
・年齢、職歴換算無しの初任給額を記載してください。
・全ての各種手当制度の名称及び金額を、各手当ごとに分けて記入し、必要
に応じて、適宜、行を追加してください。

9.協力医療機関
・全ての協力医療機関と協力歯科医療機関を記入し、必要に応じて、適宜、
行を追加してください。

9月3日

4 審査申請書

5.開設計画・事業収支計画
・開設にあたり新たな資金は必要ないが、記入は必要か。

10.利用者負担
①介護費用は、介護保険外の料金を記入するのか。
②算定根拠はどう記入すればよいか。

5.開設計画・事業収支計画
・「特定施設の開設に係る事業費」については、開設にあたり新たに必要と
なる費用がなければ、0円と記入してください。
※当該項目については、応募書類№4「資金計画(様式第2号)」との整合を
図ってください。

10.利用者負担
①有料老人ホームの利用料金として、介護保険外の介護費用があれば記入し
てください。
②月額利用料の内訳について、それぞれ算定の根拠を記入してください。
※当該項目は、応募書類№19「重要事項説明書(案)」の利用料金との整合を
図ってください。

9月10日


